
 

 

地域医療勤務環境改善体制整備事業【新規】 
 

６月補正予算額 310,000千円 

 

１ 事業目的・概要 

  令和６年度から医師の時間外労働の上限規制が適用されることから、地域での医療提供体制を

確保しつつ、医師の労働時間短縮を進めていくために、勤務環境の改善に必要な経費を助成  

します。 

 

２ 事業内容 

  地域医療において特別な役割※があり、かつ過酷な勤務環境となっている医療機関が、医師の 

労働時間短縮に向けて計画を策定し、総合的な取組を実施するための経費を助成します。 

※救急搬送件数が年間1,000件以上2,000件未満の3次・2次救急医療機関 等 

［補 助 率］10/10（ただし、資産形成につながる費用については9/10） 

［基 準 額］266千円/床 

［対象経費の例］ 

区分 対象経費 具体的な内容 

資
産
形
成
経
費 

ＩＣＴ等の導入に要する費用 

スマートフォンで電子カルテを閲覧できるシステム、 

ＡＩ問診システム、カルテの自動音声入力システム、 

勤怠管理システム等の導入 

休憩環境の整備に要する費用 
医師等の休憩室の環境を整備するために必要な設備等

の購入 

そ
の
他
経
費 

医師事務作業補助者への研修 

に要する費用 
医師事務作業補助者に必要な研修の受講料 

専門的アドバイザー等外部支援

の活用に要する費用 

勤務間インターバルの導入等働きやすい環境整備の  

ための専門的アドバイザーの委託等 

医療専門職支援人材の雇用に  

要する費用 
看護補助者等の雇用等 

タスク・シェアリングに伴う医療

専門職の雇用に要する費用 
非常勤専門職の雇用等 

※人件費については初年度に限定 

担当課・問い合わせ先 

健康福祉部医療整備課 

０４３－２２３－３９０２ 

(9/10) 

(10/10) 
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遠隔医療設備整備事業 

６月補正予算額 8,500千円 

 

１ 事業の目的・概要 

医療の地域格差を解消し、医療の質を確保することを目的に、情報通信技術を活用  

した遠隔医療を実施するための設備整備に対して助成します。 

 

２ 主な事業内容 

    オンラインで、病気に関する画像や動画などを遠隔地の医療機関に送り、専門医から

の診断・助言を得ることで、適切な医療を行うことが可能となります。 

   

 〔対象経費〕  遠隔医療の実施に必要なコンピュータ及び付属機器等（ソフトウェア

の導入を含む）の購入費 

 〔補助基準額〕遠隔画像診断装置 

             支援側医療機関  16,390千円 

依頼側医療機関   14,855千円 など 

    〔補 助 率〕  1/2（全額国庫） 

 

 

 

 

                   

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部医療整備課 
０４３－２２３－３８７９ 

 

 

 

                   

画像・動画などを送る 

診断・助言 
専門医 

依頼側 
医療機関 

イメージ 

オンライン 
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小児・ＡＹＡ世代がん患者等支援事業【新規】 

６月補正予算額 21,000千円 

１ 事業の目的・概要 

小児・ＡＹＡ世代のがん患者等が、将来に希望を持ってがん治療等に取り組めるよう、

妊孕性（にんようせい）温存療法に対する助成を実施するとともに、県内で妊孕性温存

療法を希望する患者が適切ながん・生殖医療と繋がることができるよう、ネットワーク

構築やがん診療従事者等の人材育成を行います。 

２ 主な事業内容 

（１）妊孕性温存療法助成 

卵子の採取・凍結等、妊孕性温存療法に係る費用の一部を助成します。 

[助成対象] がん治療等により生殖機能が低下する、又は失うおそれがあると医師に  

判断された者で、凍結保存時の年齢が43歳未満の者 

[助成内容] 妊孕性温存療法に要した医療保険適用外費用の額（補助率10/10） 

内 容 上限額 

①胚（受精卵）凍結 350千円 

②未受精卵子凍結 200千円 

③卵巣組織凍結 400千円 

④精子凍結 25千円 

⑤精子凍結（精巣内精子回収） 350千円 

[実施の流れ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）助成制度の広報・啓発等 

妊孕性温存療法はがん等の治療前に実施するため、早い段階での意思決定が必要と

なります。妊孕性に関する情報や助成制度等について、ホームページに掲載する   

とともに、ホームページのＱＲコード等を記載した名刺サイズの情報提供カードを 

作成し、がん相談支援センターや難病相談支援センター等において配布します。 

（３）がん・生殖医療研修会の開催 

がん・生殖医療にかかわる治療及び心理社会的ケアを担う人材の更なる育成を  

進めるため、医師・相談員等に対し研修会を開催します。 

①受診 

 
②生殖機能低下・失うおそれがある治療実施

予定であるため妊孕性温存について説明 

③受診 

④妊孕性温存療法の実施 

③受診患者の情報提供 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部健康づくり支援課 
０４３－２２３－２４０２ 

がん等治療施設 患者（保護者） 生殖医療施設 
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難病患者等のための在宅歯科医療推進事業【新規】 

６月補正予算額 3,000千円 

 

１ 事業の目的・概要 

  難病や障害のある方が、自宅や施設においても、いつでも安心して歯科診療を受ける

ことができるよう、難病患者の病態ごとの特徴や障害の特性等についての専門的知識と

技能を有する歯科医師を養成するための研修を実施します。 

 

２ 事業内容 

[実施方法] 県歯科医師会に業務委託 

[委託内容] 以下の座学及び実地の研修を行い、難病や障害のある方に対して在宅での

訪問歯科診療を行うことのできる歯科医師を養成します。  

形 態 内 容 日 数 

座学研修 難病や障害ごとの特性、歯科治療を行う際の配慮

すべき点、治療における手技等について学ぶ。 

4日間程度 

実地研修 実際に訪問歯科診療を実施している歯科医師に同

行し、患者との接し方、治療の実際(実技)等を学

ぶ。 

1日間程度 

 

 

              

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部健康づくり支援課 
０４３－２２３－２６７１ 

 

在宅診療 

歯科医院 

研修受講 
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サービス付き高齢者向け住宅整備補助事業 

６月補正予算額 270,000千円 

（R2当初 270,000千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

  サービス付き高齢者向け住宅について、介護サービス事業所及び医療機関等との連携が図られ     
 ているなど、より良質な住宅を整備する場合に、国の補助に加え県単独の上乗せ補助を行います。 
  また、令和 3 年度は、補助要件及び補助上限額の見直しを行い、さらに良質な住宅の整備を   

促進します。 
 

２ 主な補助要件 

①国のサービス付き高齢者向け住宅整備事業補助金を受けること 

②通所・訪問サービスの双方が利用できるように介護サービス事業所との連携を確保すること 

③訪問診療、往診又は訪問看護が可能な医療機関等との連携を図ること 

④寝室内に会話が可能な緊急通報装置を設置すること 

⑤住宅部分に入居者専用の機械浴槽（共同利用設備）を設置すること 

⑥住宅が所在する市町村長と事前協議を行うこと 

 
３ 補助率   

住戸の類型 

連携型※1 併設型※2 

補助率 
上限額（千円/戸） 

補助率 
上限額（千円/戸） 

R2年度 R3年度 R2年度 R3年度 

新

築 

夫婦型※3 

1/20 

675 675 

1/10 

1,350 1,350 

25㎡以上 600 600 1,200 1,200 

25㎡未満 450 350 900 700 

改

修 

既存ストック型※4 

1/6 

900 975 

1/3 

1,800 1,950 

夫婦型※3 675 675 1,350 1,350 

25㎡以上 600 600 1,200 1,200 

25㎡未満 450 350 900 700 

 

 

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 
県土整備部都市整備局住宅課 
０４３－２２３－３２２０ 

※下線部は令和3年度に新設する要件 

※1 連携型…介護サービス事業所・医療機関等と連携するもの。 
※2 併設型…定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（日中夜間を通じ、定期訪問及び随時対応サービスを提供） 
      又は小規模多機能型居宅介護事業所（利用者の必要に応じ、通所や訪問サービスを提供）を併設するもの。 
※3 夫婦型…居室面積が30㎡以上で、トイレ・キッチン・浴室等の基本設備をすべて備えているもの。 
※4 既存ストック型…既存建築物を改修してサービス付き高齢者向け住宅の要件を満たす改修工事を実施するもの。 
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若年性認知症の人の社会参加活動支援事業【新規】 

６月補正予算額 2,200千円 

 

１ 事業の目的・概要 

  若年性認知症の人が住み慣れた地域で、これまでの経験や有する能力を生かし、地域における

役割を担いながら、生きがいを持った生活を送れるような、社会参加の機会を創出する仕組み 

づくりが求められています。 

  そのため、認知症デイサービス事業所や地域の協力企業等と連携して、本人に適した作業の 

選定や作業中のサポートなどを行うモデル事業を実施します。 

 

２ 事業内容 

 ［委 託 先］ 県内の認知症デイサービス事業所等  

  ［実施方法］ 

   ・県が若年性認知症の人に適した作業についての情報を収集し、協力企業等のリストを作成  

します。 

   ・受託事業者が若年性認知症の人や家族の意向を聞きながら、地域の協力企業等とのマッチ

ングや連絡調整を行います。 

   ・受託事業者は作業現場に同行し、若年性認知症の人をサポートします。 

   ・報告会の実施や報告書の作成・配布により、取組結果を市町村や事業所等へ広く周知し、 

    県内の実施事業所の増加を図ります。 

 

 

                   

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部高齢者福祉課 
０４３－２２３－２５９２ 

※１ 認知症疾患医療センター 
 かかりつけ医や地域包括支援センター等と連携し、認知症の 

鑑別診断や専門医療相談を行う等、認知症に関して地域の 

中核的な役割を担う医療機関です（県内１１カ所）。 

 

※２ 若年性認知症コーディネーター 
 若年性認知症の人に関わる様々な相談・支援を行っています。 
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